
令和４年度 横浜市男女共同参画推進会議

次 第

令和４年６月15日(水)10時00分から10時55分

市庁舎31階 レセプションルーム

１ 第５次横浜市男女共同参画行動計画の進捗状況報告

２ 市附属機関における女性委員割合40％以上達成に向けた取組強化について

３ 横浜市職員のワークライフバランス・ポテンシャル発揮推進プログラム－拡充版－

(Ｗｅプラン)について

４ 意見交換

・女性職員の責任職登用について

・男性職員の育児休業取得促進について
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第５次横浜市男女共同参画行動計画の進捗状況報告

１



第５次横浜市男女共同参画行動計画の概要

●計画の位置づけ
・横浜市男女共同参画推進条例に基づく行動計画
・男女共同参画社会基本法、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に

関する法律（ＤＶ防止法）、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律
（女性活躍推進法）に規定する計画にあたる
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男女共同参画社会基本法 ＤＶ防止法 女性活躍推進法

横浜市男女共同参画推進条例

第５次横浜市男女共同参画行動計画
計画期間：令和３(2021)年度～令和７(2025)年度



第５次横浜市男女共同参画行動計画の概要

●基本姿勢
１ ＳＤＧｓの視点を踏まえた計画の推進

誰一人取り残さない決意で、地域や企業、関係団体などと協働・連携
しながら、男女共同参画社会の実現を目指す。

２ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた取組
新型コロナウイルス感染症の拡大による、社会情勢の変化に合わせて、

各取組の見直しを随時行う。

３ 市役所が率先する姿勢
市役所が自ら率先して取り組み、その姿勢を示すことで、市内企業や

市民の理解促進、取組の推進につなげるとともに、全ての職員にとって
活躍しやすい職場環境の実現を目指す。

4



政策・施策の体系

●「３つの政策」と「10の施策」「行政運営」
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施策１働きたい・働き続けたい女性の活躍推進
政策１

女性活躍のさらなる推進

政策２
安全・安心な暮らしの実現

政策３
誰もが活躍できる

豊かな地域・社会づくり

施策２誰もが働きやすい職場づくりや社会環境づくり

施策３市役所における女性活躍・男女共同参画と働き方改革

施策４ＤＶ防止とあらゆる暴力の根絶

施策５困難を抱えた女性への自立支援

施策６ライフステージに応じた女性の健康支援

施策７多様な性のあり方への支援と理解の促進

施策８男性の働き方改革と家事・育児・介護への参画推進

施策９地域・教育における男女共同参画の推進

施策10 広報・啓発による意識改革と機運醸成

行政運営 計画の推進に係る体制整備



第５次横浜市男女共同参画行動計画の指標
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●行動計画に基づく取組内容や目標達成の状況を確認し、着実に推進するため、
本計画では「成果指標」と「活動指標」の２つの指標を設定

成果指標
○男女共同参画社会の実現に向けて、社会の達成状況を測るための数値目標
○分野横断的に様々な政策や取組が複合的に関わり成果を生み出すことから、
代表的なものを行動計画全体に対して設定

活動指標 ○行動計画に基づく取組の想定事業量や、取組の進捗状況を測る統計データ
○具体的な取組・事業の進捗状況を測るものであるため施策ごとに設定



第５次横浜市男女共同参画行動計画の成果指標
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成果指標 計画策定時 目標(令和７年度) 令和３年度実績

管理職に占める女性の割合

市内企業
課長級以上 17.2％(令和２年度)

30％以上

18.7％(令和３年度)

市役所責任職(令和２年４月１日)
課長級以上 17.9％
係長級以上 23.7％

課長級以上 19.0％
係長級以上 24.9％

(令和４年４月１日速報値)

男性の育児休業・休暇取得率

市内企業
育児休業 17.6％(令和２年度) 30％ 15.7％(令和３年度)

市役所(令和元年度)
育児休業 16.5％
１か月以上 10.2％

育児休業 100％
１か月以上 30％

育児休業 24.1％
１か月以上 15.8％

(令和２年度)

市役所
育児関連休暇 78.0％(令和元年度) 100％ 87.3％

(令和２年度)

家庭生活において男女が平等に
なっていると思う市民の割合

33.0％
〔男性40.9％ 女性25.3％〕

(令和２年度)
10ポイント増

33.0％
〔男性40.9％、女性25.3％〕

(令和２年度)

市民のＤＶの理解度 精神的暴力 59.8％
性的暴力 74.1％(令和２年度) 各10ポイント増 精神的暴力 59.8％

性的暴力 74.1％(令和２年度)

は庁内関連指標
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市附属機関における女性委員割合40％以上達成に向けた
取組強化について

２



市附属機関における女性委員の登用について

●本市では、多様な意思が市の政策・方針決定に公平・公正に反映され、均等に
利益を享受できるよう、附属機関委員への女性の登用促進に取り組んでいる。

①「横浜市附属機関委員への女性の参画推進要綱」に「女性の割合が40％を
下回らないこと」と規定

②「第５次横浜市男女共同参画行動計画」に活動指標として設定

附属機関における女性委員の参画比率向上を強化し、全ての附属機関
で女性委員割合40％以上達成を目指す、横浜版クオータ制※を導入

※クオータ制とは、一定の比率で人数を割り当てる制度のこと 9

活動指標 計画策定時 目標(令和７年度) 令和３年度実績
女性割合40％未満の

附属機関数
(３人以下の附属機関を除く)

59機関
(令和２年４月１日)

40％未満

30機関
40％未満

36機関/195機関
(令和４年４月１日)



横浜版クオータ制の概要

●「行動計画書」の作成（一斉改選時等）

対 象：全ての附属機関
主な取組：次期委員委嘱時における女性委員割合の数値目標(現状以上)を設定

指定管理者選定評価委員会については、一律「女性割合40％以上」
提 出 先：区局統括本部長決裁を得た上で、政策局長に提出

●「女性委員割合減少に伴う理由書」の作成（委員の一部改選時）

対 象：行動計画書作成時の女性委員割合（現状）から減少した附属機関
主な取組：委員委嘱前に、その理由等を報告
提 出 先：政策局男女共同参画推進課

●女性割合40％未満の附属機関名ついては、男女共同参画推進会議(６月)や情報共有
推進会議(12月)を通じて、全庁的に共有（年２回）

10



横浜版クオータ制導入のメリット

●「行動計画書」の作成＝目標達成に向けた計画的な取り組みに繋がる。

・すでに女性割合が40％以上となっている附属機関
⇒女性割合40％以上を維持し続けることを意識することができる。

・女性割合40％を達成することが短期的に難しい附属機関
⇒実態に即した数値目標を設定し、40％達成に向けて継続的に取り組む。

●各団体・企業に委員の推薦依頼をする際、「行動計画書」等を活用することで、

・女性委員の推薦依頼をしやすい。

・各団体・企業側の男女共同参画意識の醸成に繋がる。
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導入にあたって

●今後のスケジュール(予定)
本日 副市長通知発出(YCAN掲出)
７月１日 「横浜市附属機関委員への女性の参画推進要綱」の一部改正
７月中旬頃 行動計画書の作成依頼発出
８月末頃 行動計画書の提出

●その他
女性委員の人選に難航する場合は、男女共同参画推進課が相談・助言等の支援（市

内大学における学識経験者リストの提示など）を行います。
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女性割合40％未満の附属機関一覧(令和４年４月１日現在)

区局名 女性割合40％未満の附属機関
瀬谷区 ・横浜市瀬谷区民文化センター指定管理者選定評価委員会

総務局 ・横浜市防災会議
・横浜市国民保護協議会

財政局 ・横浜市税制調査会

市民局 ・横浜市個人情報保護審議会
・横浜市いじめ問題調査委員会

文化観光局 ・横浜市大倉山記念館指定管理者選定評価委員会
経済局 ・横浜市中央卸売市場開設運営協議会

健康福祉局

・横浜市福祉のまちづくり推進会議
・横浜市地域福祉保健計画策定・推進委員会
・横浜市国民健康保険運営協議会
・横浜市国民健康保険障害児育児手当金障害程度審査委員会
・横浜市障害者施策推進協議会
・横浜市精神医療審査会
・横浜市介護認定審査会
・横浜市感染症診査協議会
・横浜市予防接種事故対策調査会
・横浜市指定難病審査会
・横浜市福祉保健研修交流センター指定管理者選定評価委員会
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女性割合40％未満の附属機関一覧(令和４年４月１日現在)
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区局名 女性割合40％未満の附属機関
医療局 ・横浜市保健医療協議会
医療局病院経営本部 ・横浜市立病院経営評価委員会

建築局

・横浜市都市計画審議会
・横浜市住宅政策審議会
・横浜市建築審査会
・横浜市開発審査会
・横浜市造成宅地等災害防止対策検討委員会

都市整備局

・横浜国際港都建設事業新綱島駅周辺地区土地区画整理審議会
・横浜市屋外広告物審議会
・横浜国際港都建設事業金沢八景駅東口地区土地区画整理審議会
・横浜国際港都建設事業二ツ橋北部三ツ境下草柳線等沿道地区
第１期地区土地区画整理審議会

道路局 ・横浜市自転車等施策検討協議会

港湾局 ・横浜市港湾審議会
・横浜市物流等関連施設等指定管理者選定評価委員会

教育委員会事務局
・横浜市文化財保護審議会
・横浜市いじめ問題専門委員会
・横浜市学校保健審議会
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横浜市職員のワークライフバランス・ポテンシャル発揮
推進プログラム－拡充版－（Ｗｅプラン）について

３



Ｗｅプランについて
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17

意見交換

女性職員の責任職登用について
男性職員の育児休業取得促進について

４
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女性職員の責任職登用に関するデータ



男女別係長昇任試験（事務Ａ区分）受験者数及び受験率の推移

19※消防局、水道局、交通局、医療局病院経営本部及び異区分受験を除く

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03

女性受験者 74 74 72 61 55 62 56 64 50 67 91 100 121 136 140 164 194 221 223 223 227

男性受験者 431 388 344 303 258 233 235 222 186 214 254 279 314 381 424 432 453 478 476 460 478

女性受験率 8.4% 8.2% 8.3% 7.4% 6.9% 8.2% 6.1% 6.7% 6.0% 8.1% 11.3% 12.5% 14.8% 16.1% 15.9% 18.2% 20.7% 22.7% 22.0% 21.9% 21.6%

男性受験率 33.1% 29.9% 28.9% 27.5% 25.4% 25.1% 23.2% 23.0% 24.7% 30.1% 37.8% 42.1% 47.1% 53.4% 55.9% 55.0% 57.0% 56.2% 56.1% 54.3% 53.5%

全体受験率 23.2% 21.0% 20.2% 18.9% 17.3% 17.5% 15.1% 14.9% 14.9% 18.2% 23.4% 25.9% 29.3% 33.2% 34.4% 35.4% 37.4% 38.3% 37.5% 36.6% 36.2%
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職種別 係長昇任試験受験率 Ｒ３年Ａ区分
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【局平均】
消防・水道・交通・
医療局病院経営本部除く
男性：47.7％
女性：17.9％

※A区分全職種（受験者数/有資格者数）
※教育委員会事務局については教員除く
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18区別 男女別係長昇任試験受験率 Ｒ３年Ａ区分(全職種)
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【区平均】
男性：41.2％
女性：9.1％

※A区分全職種（受験者数/有資格者数）
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男性職員の育児休業取得促進に関するデータ



男女別育児休業取得実績の推移
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職位別 男性の育児休業データ Ｒ２年度
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育児休業平均取得日数

職員 86.8日

係長 136.2日

全体 96.2日
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【区局平均】
取得日数96.2日
（企業局除く）
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